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福島第一原子力発電所 海域モニタリング計画 

 （2022 年 4 月改定） 

 

東京電力ホールディングス株式会社 

福島第一廃炉推進カンパニー 

 

 

1. 改定目的 

多核種除去設備等（ALPS）処理水の放出開始前より、トリチウムを中心とした放射性物質による

海水の拡散状況や海洋生物の状況を継続して確認するため、海域モニタリング計画を改定する。 

 

 

2. 強化内容 

2-1. ALPS 処理水放出により強化する項目 

事故により環境中に放出された放射性物質の拡散、移行等の状況の把握を目的として、セシウ

ム 134、セシウム 137、ストロンチウム 90 を中心に海域モニタリングを継続して実施してきた。 

ALPS 処理水の処分に際して放出の実施主体として、放水口周辺を中心に重点的にモニタリング

を実施することとし、発電所近傍、福島県沿岸において海水、魚類のトリチウム測定点を増やし、発

電所近傍において海藻類のトリチウム、ヨウ素 129 を測定する海域モニタリング計画を策定した。 

 

【現行計画 （2019 年 2 月改定）から強化する項目と考え方】 

(1) 海水 

トリチウム測定を強化するため、採取点、頻度を増加した。 

採取点： 南北方向の海流が卓越することを踏まえ、海洋拡散シミュレーション結果から現状の周

辺海域の海水に含まれるトリチウム濃度よりも濃度が高くなると評価された放水口付近の

南北方向に採取点を追加した。さらに、海洋拡散シミュレーションの結果からトリチウムが

沿岸の南北方向に拡がることを踏まえ、現行の採取点においてトリチウム測定を追加し

た。 

頻度： これまでのモニタリング結果から状況を確認するのに十分と考えている頻度に設定するこ

ととし、沿岸 20km 圏内については 2 回/月から 1 回/週に増やした。 

検出下限値： モニタリング結果の変動を把握するための基準となる平常値を収集、蓄積するた

め、現状の検出状況からより多くの検出値を得ることができるよう、トリチウムが雨

水や河川で 0.1～1Bq/L あることを踏まえて、国の検出下限目標値と整合するよう

設定した。 

 

(2) 海洋生物 

   トリチウム： 海水とトリチウム水濃度を比較するため組織自由水型トリチウムを、有機物に結合

して生物内に取り込まれた有機結合型トリチウムを測定する。 

   海藻： 蓄積しやすいヨウ素 129 を測定する。 
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検出下限値： 国の検出下限目標値と整合するよう設定した。 

 

[魚類] 

トリチウム測定を強化するため、採取点を追加した。 

    現行の魚類の採取点の全てでトリチウムも測定することとし、頻度も現行のセシウムの頻度に

合わせた。 

測定対象は、国際放射線防護委員会（ICRP）勧告に示される放射線影響評価の対象である海

底に生息する魚類として、発電所周辺海域に広く生息するヒラメ、カレイ類を選定した。 

 

[海藻類] 

ヨウ素 129、トリチウム測定を追加した。 

放出の影響の有無を確認するため港湾外の南北 2 ヶ所を追加し、頻度は生育状況を踏まえ 

夏枯れと冬場の生育が無いことを考慮して 3 回/年とした。 

 

 

なお、強化するトリチウム、ヨウ素 129 以外の、セシウム 134、セシウム 137、ストロンチウム 90、

プルトニウム 238、プルトニウム 239+プルトニウム 240 については、従来からの測定を継続する。 

    

強化する項目、継続して実施する項目の詳細は、添付１～３に示すとおりとし、今後も必要に応じ

て見直しを検討する。 

 

 

2-2. 海域モニタリング結果の評価 

海域モニタリング結果について以下の評価を進めていく。 

  

   【放出開始前の評価】 

     ・2022 年 4 月からモニタリング結果を蓄積して、放出前の状況*を平常値として把握する。 

*：サブドレン・地下水ドレン処理済水、地下水バイパス水、構内排水路に含まれるトリチウ

ムなどによる海水濃度の状況 

 

    【放出開始後の評価】 

     ・放出による海水の拡散状況ならびに海洋生物の状況を確認する。 

     ・海洋拡散シミュレーション結果や放射線影響評価に用いた濃度などとの比較検討を行い、想

定している範囲内にあることを確認する。 

     ・平常値の変動範囲を超えた場合には、他のモニタリング実施機関の結果も確認して、原因

について調査する。 

     ・さらに、平常値の変動範囲を大きく*超えた場合には、一旦海洋放出を停止し、当該地点の

再測定のほか、暫定的に範囲，頻度を拡充して周辺海域の状況を確認する。 

        *：今後蓄積するデータをもとに設定する。 
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    【放出開始前後で継続して行う評価】 

     ・各モニタリング実施機関のモニタリング結果に相違が見られた場合には、連携して相違原因

について調査する。 

     ・当社のモニタリング結果に相違原因が考えられる場合は、当社の測定プロセスについて確

認する。その結果、必要に応じて測定プロセスを改善していく。 

 

 

3. 透明性・客観性の確保 

(1) 総合モニタリング計画のもとで行われる各実施機関のモニタリング結果と比較検討することによ

り、当社結果の妥当性を確認していく。 

 

(2) 測定における透明性・客観性を確保するため以下に取り組んでいく。 

・第三者の視点で客観的に技能確認ができるよう、国内外の分析機関の分析技能試験や相互

比較分析に継続して参加、取り組む。 

        [例]  放射能分析の国際相互比較分析プログラム（国際原子力機関(IAEA)主催）への参

加や、放射能測定分析技術研究会、公益財団法人日本分析センター等との相互比

較分析の実施 

・海域モニタリングの実施（放射能測定，試料採取等）にあたっては、農林水産事業者や地元

自治体関係者等の参加や視察をお願いすることを計画する。 

・環境放射能分析について国際標準化機構(ISO)の規格（ISO/IEC 17025）の認定を受けている

企業に、当社と同一の試料を第三者として測定していただくことで当社の測定値を客観的に

確認できる仕組みを今後構築する。 

 

 

4. 公表方法 

(1) 国内外のさらなる理解醸成に向けて、情報公開について以下のとおり取り組む。 

・結果がまとまり次第、正確かつタイムリーにホームページにて公表する。 

・データの公表にあたっては、地元住民や国内の消費者にもわかりやすい形で公表する。 

・測定値に対して安全であることも合わせて併記、説明する。 

 

(2) 海域モニタリング結果報告について以下のとおり取り組む。 

・海域モニタリング結果について、モニタリング結果に評価を加えて報告書形式にまとめ、ホー

ムページ等で四半期毎に公表する。 

・評価では、海洋拡散シミュレーション結果の範囲に収っているかどうか、放射線影響評価に

用いた濃度と同等であるかどうかなどについて確認し、わかりやすく表現する。 

・自治体関係者と学識経験者の方々等に確認、評価いただく場において報告する。 

 

 

以 上 


